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はじめに
　恒藤恭の友人芥川龍之介は、大正 5 年から 8 年までの間、海軍機関学校で英語を教えてい
たが、その時つけられたニックネームが「敗戦教官」であった。当時の教え子は次のように証
言している。当時の海軍学校の英語教材の内容がことごとく勝利を謳歌する軍国主義的なもの
ばかりのなかで、芥川は敗戦の物語、あるいは衰亡の歴史を教材としたという。芥川はその理
由を雄弁に学生に説いているが、そのうちここで紹介したいのは次の一文である。つまり「戦
争というものは、勝った国も負けた国も、末路においては同じ結果である。多くの国民が悲惨
な苦悩をなめさせられる。」という個所である（1）。ちょうど第 1 次世界大戦の最中であり、日
本にとっては「天佑」とも言われた戦争であったが、欧州諸国はまさに「総力戦」状況にあり、
戦争終了後は勝者も敗者もなく「西洋の没落」をもたらしたと言われるような状況に陥ってい
た。そして、欧州でのこの経験が、国際連盟の創設や軍備縮小という主張に強い根拠を与えた
ものなのである。20 世紀はまさに「戦争の世紀」であったが、総力戦を経験する中で「戦争
違法化の世紀」とも評価される。そしてのちの国際連合の創設では、この戦争違法化を一層推
し進める方向で世界が動いていく。結論を先取りするようであるが、恒藤は、この「戦争違法
化」とそれがもたらす安全保障のあり方をしっかりと見据えた見解をもち、人生を処していく。
恒藤にとって「戦争と平和」の問題は、トルストイに傾倒していた青年時代から、国際法研究
者として出発して「世界民」の立場から平和を探求し、日米安保条約廃棄を唱える晩年に至る
までの、生涯にわたってかかわりをもつテーマであり、恒藤の人生行路そのものを示すものと
いえる。本稿は、国際問題に興味を抱いた 1910 年代からサンフランシスコ講和と安保条約の
成立に至る時代に、恒藤の平和主義は現実とどのように対峙したのかを考えてみようとするも
のである。
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───────────────────────────────────────────────
　（1）　諏訪三郎「敗戦教官芥川龍之介」『中央公論』1952 年 3 月号、157 頁。この「敗戦教官芥川龍之介」
については、シンポジウム当日の奥野久美子氏の報告でご教示いただいた。非常に感銘を受けた個所
であり、シンポでの私の報告との連続性を感じたものなので、冒頭に掲げさせていただいた。この場
を借りて、奥野氏に謝意を表したい。
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Ⅰ　恒藤平和主義の原点と深化
（１）「世界民の愉悦と悲哀」と「永遠平和実現の二途」（1921 年）
　恒藤は、1950 年代になって「学究生活への回顧」というエッセイを発表するが、その中で
1910 年代に研究を始めたころの状況を「国際法の歴史に新しいエポックがはじまったという
ような事情から、国際法に対する私の興味は新しく湧きあがった。」（2）と書き、関連するいく
つもの論文を発表して、1922 年には『国際法及び国際問題』としてまとめるまでになっていた。
なかでも、「世界民の愉悦と悲哀」と「永遠平和実現の二途」（3）の二つは、恒藤の平和主義の
原点を考える場合に無視できないものである。
①「世界民の愉悦と悲哀」（以下、世界民論文と略す。）の立場
およそ恒藤の思想について考えようとする場合、この世界民論文を無視するわけにはいかない。
平和主義を考える際にも同じ事がいえる。もっとも、1921 年の『改造』6 月号に発表された
この論文については、近年、多くの人によって再評価されており、ここでその詳細を紹介する
必要はない（4）。簡潔にいえば、当時流行した新カント派哲学の理想主義を背景にして、個人の
人格尊重を根源に置く世界民の立場から、自由意思によって「世界民」たることを選択する著
者が、国家を相対化し世界平和を希求したものであり、恒藤が平和主義について考察したもの
のうちの原点にあたる。とくに次のような文章が印象に残る。
　戦争は人類が犯し得る最大の犯罪だ！・・・・・正義のための戦争なのだ、人類のための
戦争なのだと、戦争論者は殊勝らしく弁解するだろう。だが、正義はだれのための正義だろ
う ?　人道は殺人者のための人道なのか ?（5） 
　この引用文にも現れているように、世界民論文は、論文というよりも随想のような流れるタッ
チで書かれている。しかし、理想主義 = 観念論という言葉とは裏腹に、単なる理想論にとどま
らず、国際連盟の登場などの新しい世界情勢をふまえた上で、人格を保障すべき国家像や、戦
争を防止する国際的仕組みについて考察していた。なかでも第 1 次大戦を終了させるきっかけ
となったウィルソンの無併合、無賠償、民族自決原則の主張は、恒藤が非常に高く評価したも
のである。ただし、実際の講和はそれを裏切るものであり、現実の国際連盟も欠陥が目立つの
ではあるが、それでも彼は連盟に希望を託していた。さらに「世界民」の論理から導き出せる「世
───────────────────────────────────────────────
　（2）　恒藤恭「学究生活の回顧」『思想』1953 年 1 月号、85 頁。
　（3）　この二つの論文については、もともとは違う雑誌（『改造』と『同志社論叢』）に掲載されていたも
のだが、内容については変更がないので、本稿では、恒藤恭『国際法及び国際問題』(1922 年 ) に所
収されているものから引用する。
　（4）　広川禎秀『恒藤恭の思想史的研究―戦後民主主義・平和主義を準備した思想』(2004年 )84－106頁は、
その決定版といえよう。
　（5）　恒藤、前掲注 3）、80 頁。
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界国家」の実現については、現状を基礎にして考えると性急な樹立には批判的であり、むしろ
否定的であり、その意味でも現実主義的考察であったといえる。そのためもあって、恒藤自ら
がそうである「世界民」にとっては、愉悦よりも悲哀の方が大きいということを吐露していた。
②「永遠平和実現の二途」
　この論文はもともと 1921 年の『同志社論叢』に「国際連盟と国際連合との対立の理論的意義」
として掲載され、当時設立されたばかりの国際連盟と、米国共和党のハーディングが大統領選
挙に絡んで主張した「国際連合（The Association of Nations）」構想とを比較する中で、国際
平和実現の規範と制度のあり方について論じた長大な論文である。この論文は、『国際法及び
国際問題』に「永久平和実現への二途」と表題を代えて収められた（6）。
　この論文で恒藤は、19 世紀から勃興し始めた国際機構の歴史とその性格をたどり、国際連
盟がこれまでの国際機構とは著しく異なる性格を持っていることを、連盟規約の具体的な規定
を示しながら指摘する。つまり国際連盟の理想は、連盟加盟国が連盟規約によって認められな
い性質の戦争を起こした場合に、他のすべての連盟国が協同で実力による制裁を加えることに
よって平和を維持するものであり、国際連盟の特色中の特色だと述べる。戦争の違法化と、そ
のもとでの集団安全保障体制の確立が、国際連盟の本質的任務であると捉えた。
　これに対して後者の「国際連合」は、アメリカの伝統的な政治思想に基盤を置くものであって、
各国が自らの任務として国際秩序の維持を担うべきであり、その観点から列国間の国際会議を
通じた協力によって、国際法の法典化や、国際裁判所の設立、軍備制限問題などをすすめてい
こうとする主張であると分析する。この主張はのちにワシントン体制として実現するが、2 つ
の間の根本的な発想の違いは、国際連盟規約やワシントン条約のような国際的約束に違反した
国に対して、国際連盟がいわば公的強制の原則をとるのに対して、後者は私的強制を原則とす
るところにある。つまり前者は、多数国間での合意によって国際約束の違反を認定し共同で対
処する。それに対して後者は、違反について各国が主権的に判断して協調的に対処することに
なる。恒藤は永久平和を実現するための 2 つの方法があることを認めるが、欠陥のあることは
認めながらも国際連盟の方式に期待を寄せたことは明らかである。ここにも現れているように、
国際社会の動きが自分の世界観に近い方向にあり、情熱をもって検討するに値する対象だと考
えていた。
（２）「法の本質」にみる世界情勢把握
①法の本質の考察による研究の深化 
　恒藤の平和主義に関する考察は、法理学を自らの研究の中心に据えることになってからも深
められていく。1935 年から 36 年にかけて執筆された「法の本質」論文がその一例である。恒
藤にとって法の本質を考察するにあたっては、歴史的観点と世界社会の観点が必要不可欠なも
───────────────────────────────────────────────
　（6）　この論文の簡単な紹介としては、桐山孝信「恒藤恭の国際法・世界法研究 (1)」『法学雑誌』51 巻 4
号 (2005 年 )876 － 878 頁を参照されたい。
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のと認識され、その成果が「法の本質」に現れたのであった。特に本稿に関連する箇所は第
28 節「資本主義末期における国際法」と題するところである（7）。
　ここで恒藤は、19 世紀末以降の世界が、一方で資本・企業間の国際的相互依存の進行にあ
るととらえる。これは現在のグローバル化の原型をなす。この動きに対抗するかのように、労
働者の国際連帯感情が醸成されており、二つの動向が結果として第 1 次世界大戦の勃発へと導
いただけでなく、法治的機能を有する国際連盟の創設や、国際労働機関の創設をも促したとみ
る。第 1 次世界大戦を帝国主義間の矛盾の結果としてみたレーニンなどの観点を周到に取り入
れていただけではなく、国際法を研究してきた者として、その後の新たな国際秩序を踏まえた
ところに恒藤のオリジナリティを見ることはあながち不当ではないだろう。
②戦間期世界秩序の評価
　上にみたように、資本・企業間の相互依存の進行が結果として第 1 次世界大戦をもたらした
と把握する恒藤は、他方で国際連盟の創設を通じて法治的機能の発達がみられることに注目す
る。ちょうど国内社会と対比すればそのことは明瞭である。たとえば、国会は連盟総会であり、
内閣といった行政機関には理事会が対照され、裁判所は、常設国際司法裁判所がそれに対応す
るものと位置づけることも可能である。さらに、国際労働機関のような国家と企業、労働組合
の 3 者による協議の場が作られたことは、国際秩序形成の場面でも、企業や個人などの非国家
アクターが登場したことを示している。こうした状況は国連をはじめとする多数の国際機構や
ＮＧＯの活躍を見ている今日では、「グローバル・コミュニティ」や「国連法」というタイト
ルのもとで議論されているが（8）、それを先取りした現象を第 1 次世界大戦後の世界に見出して
いるのである。
　他方で、国際連盟に象徴される国際秩序が、第 1 次世界大戦後の利益の固定化を図る機能を
有しているだけではなく、そのことによってさらに新たな世界戦争を導く重大な欠陥をも抱え
ていることを、現実主義者の恒藤は指摘する。「法の本質」論文では重大な結果を有するものの、
大国間の工夫によって何とか最悪の事態を回避することができたことを評価していた（9）。
　こうした世界情勢把握は極めて的確なものである。不戦の誓いと集団安全保障体制を基盤と
する国際連盟が成立し（1920 年）、国際紛争を平和的に解決する仕組みを制度化した「国際紛
争の平和的処理に関するジュネーブ議定書」が作成され（1924 年）、不戦の誓いを一般化した「戦
争放棄に関する条約（不戦条約）」が締結された 1920 年代は、「法の支配」を実現する国際秩
序のあり方として注目すべき時代だったからである。
───────────────────────────────────────────────
　（7）　恒藤恭『法の本質』（1968 年）143 － 146 頁。
　（8）　たとえば、入江昭『グローバル・コミュニティ』（2006 年）は、副題に「国際機関・ＮＧＯが作る世界」
とされているように、国家間秩序ではない国際社会のあり方を示唆している。また「国連法」につい
ては、山形英郎編『国際法入門──逆から学ぶ』（2014 年）の第 20 章、272 － 286 頁、参照。
　（9）　恒藤、前掲注 7）、146 頁。しかしその後の論文で恒藤は、国際秩序の不正義を説き、1937 年の日
華事変以降本格化した日中戦争を第二の世界戦争であるという把握を行うようにもなる。恒藤恭「世
界苦を克服する者」『国際公論』1 巻 1（1939 年）5 頁。
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　他方で、1929 年に生じた世界恐慌と植民地保有国による経済ブロック圏の創出、各国の克
服の仕方の違いによって生じた全体主義がイタリアやドイツにおいて台頭したこと、加えて
1930 年代にはそれらの国だけでなく、フランスやイギリスなどでも権威主義的政治体制が生
まれ、「民主政から独裁制へ」と評価されるような状況が生まれた（10）。
Ⅱ　平和主義の開花と逆コースへの抵抗
（１）　平和主義の開花：国連憲章と日本国憲法
　大日本帝国は第 2 次世界大戦中に、従来の英米中心の世界秩序に代わる「八紘一宇」や「大
東亜共栄圏」といった新世界秩序の樹立要求らしきスローガンを掲げたものの、最終的に崩壊
した。この日本の敗戦と新たな平和への希求のなかで恒藤は、国際社会の動向を的確に把握し
日本の生き方を考える、いわば「新時代のリーダーとして」（11）活躍することになる。このことは、
戦後すぐから恒藤が膨大な数の論文や評論をものするとともに、平和問題談話会などを中心と
する知識人の会合に頻繁に出席し発言していることに現れている。
①「世界民」再び
　恒藤は、1946 年に、世界民論文を冊子にした『世界民の立場から』を発行する。つまり、4
半世紀を経て、恒藤平和主義の原点である「世界民」論文が復刊されたのである。恒藤自身は、
現在の自分の立場から、内容に対して相当重大な批判的修正を加えたいと思う点が存在するけ
れども、「わざと差しひかえて」、当初の所論を「そのままに本書に載せることとした」と述べ
ている（12）。内容に対する重大な批判がどのあたりにあるのかについては、恒藤自身が語るこ
とはなかったが、発表当時のまま復刊したのではなく、かなりの量が削除されているのは事実
である。この理由を広川は、ロシア革命に対する積極的評価から一定の留保を抱くようになっ
たことと、もう一つは個人自決権を出発点にする民族自決権理解の不十分さを中国でのナショ
ナリズム高揚に対する認識が深化したことの 2 点を主たる原因とみた（13）。
　広川の研究は、1930 年代から 40 年代初頭に恒藤が発表したものだけでなく日記や研究ノー
トをも対象にしたものであり、極めて説得力がある。しかしながら、削除箇所が、『改造』に
発表された当時に伏字が多くある部分であったこと、またアメリカやイギリス、オーストラリ
アなどを批判する部分であったことを考えると、戦後すぐの占領軍による検閲の前に削除した
（あるいは削除された）という、政治的なものであったかもしれない（14）。
───────────────────────────────────────────────
（10）　全体主義思想の時代に恒藤がどのように対峙したかについては、桐山孝信「全体主義に対峙する恒
藤恭──恒藤恭の国際法・世界法研究（4）」『法学雑誌』60 巻 3 号（2014 年）参照。
（11）　関口安義　『恒藤恭とその時代』（2002 年）373 頁以下。　恒藤の業績一覧もこの書に収められている
（469 － 501 頁）。
（12）　恒藤恭『世界民の立場から』（1946 年）31 頁。
（13）　広川、前掲注 4）、224 － 237 頁。
（14）　この点については、桐山、前掲注 6）、885 － 886 頁参照。
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　恒藤は、国連憲章および日本国憲法を、個人の尊厳が実定法的に承認されたものとして「画
期的な思想史的進歩」（15）と評価しているが、世界民論文が、個人の自己決定権実現のために
は人民（peoples）の自決権が承認されなければならないとする理論構成は、英仏流に理解し
た自決権論といえる。また世界民論文の中で、個人の社会契約による国家の創設に関しても、
ホッブス的な絶対主義的国家像を批判し、契約によっても譲り渡せない個人の領域があること
を強調しているが、この部分は残されている（16）。1948 年に採択された世界人権宣言を受けて
条約化された 2 つの国際人権規約（17）は、共通の第 1 条を持っているが、それは人民の自決権
であり、個人の人権が認められるためには植民地の解放や集団としての人民の権利が承認され
る必要があるとして規定されたものである。しかし、この場合の集団は「民族」とは異なり、
人々の集合体としての「人民」なのである。その意味は、解放されるべきアジア・アフリカの
植民地が実際上は多民族社会を構成しており、それぞれの「民族」が一つの国家を形成する権
利を認めるものではない。もしそうした「民族」の権利が認められると、民族間の殺戮の応酬
を伴った果てしない分裂を引き起こす可能性を開くことになるからである。私たちは、20 世
紀最後の 10 年に生じたユーゴスラビア連邦の解体過程において、声高な「民族独立」の主張
とその結果として行われた数々の殺戮の悲惨な例を知っている。恒藤の自決権承認はそうでは
なく、個人の権利承認を実現する限りでの民族自決であり、その意味では「人民」の自決権と
言い換えた方が本意に近いといえるし、その考え方は戦後主流となった欧米の思想と軌を一に
する。その点が復刊の理由であったろう（18）。
②国際平和機構の考察
　世界民が復刊された同じ 1946 年に、恒藤は「国際平和機構の思想的基礎」という論文を発
表している（19）。この論文は、占領下にある日本が平和的・文化的な日本に生まれ変わった後
に独立が回復されるとしたポツダム宣言を受けつつ、日本が国際平和のために積極的に貢献す
ることを国民的使命とすべきと主張する。国際連盟の時代には理事国として国際平和の維持に
重要な地位を与えられていたが、将来国際連合に加入を認められたとしても、みすぼらしい地
───────────────────────────────────────────────
（15）　恒藤恭「個人の尊厳──自由の法理との連関から見た個人の尊厳について──」恒藤恭『法の精神』
所収、200 頁。初出は『尾高教授追悼論文集　自由の法理』（1963 年）。
（16）　恒藤、前掲注 12）、3 頁。
（17）　経済的・社会的・文化的権利に関する国際規約（社会権規約）と市民的・政治的権利に関する国際
規約（自由権規約）。
（18）　一つの民族は一つの国家を形成しなければならない、あるいは一つの国家を持たなければならない
とする「民族」自決論があるが、これは中・東欧流の理解であり、恒藤の理解とは対立する。特に、
個のための全体に対して、全体のための個という理解は、決定的に対立する。恒藤は戦間期にかけて
個と全体の「弁証法的」融合論を試みているが、基本的には個を大事にする立場からの考察になって
いる。久野譲太郎「『総力戦体制』下の恒藤法理学－『統制経済法』理論をめぐって－」『ヒストリア』
231 号 (2012 年 )74 － 76 頁。また二つの自決論の系譜については、Musgrave, T., Self-determination 
and national minorities(1997),pp.2-14.
（19）　恒藤恭「国際平和機構の思想的基礎」『中央公論』61 巻 5 号（1946 年）
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位しか与えられないことは明らかである。にもかかわらず、「なんらの軍備も備えていない日
本は、かえって独自の自由な立場からして、国際平和機構の存立・発展に対し大いなる貢献を
なし能うであろうとも考えられる」（20）として、日本の国際平和への積極的な貢献の可能性を
説く。その根拠を示すために、国際連合はどのような基礎の上に存立発展したのかを歴史的に
検討したものである。論文では、国際連盟と国際連合の間には、成立事情や加盟国、理事会の
構成の仕方などの違いはあるものの、20 世紀に生まれた国際平和機構が重要な意義を担って
いるのは、武力に対する正義の優位を主張するところにあり、国際民主主義の見地に立つとい
うことにある。こうした把握の仕方も、恒藤が既に 1920 年代に獲得していたものであった。
（２）　逆コースへの抵抗：サンフランシスコ講和と日米安保条約
　周知のように、日本は新憲法の制定に象徴される民主主義の実現にむけて戦後を歩みだした
が、国際社会において冷戦が顕在化したことによって米国の反共防波堤としての役割を負わさ
れることになった。
　恒藤は、いわゆる「逆コース」が明確になった時期からサンフランシスコ講和と同時に締結
された日米安全保障条約（以下、旧安保条約）に対する批判を経て 1960 年に改定された新安
保条約とその後の動き、特に砂川事件など、憲法と安全保障に関わって雑誌『世界』に発表
された 7 篇をまとめた『憲法問題』を刊行した（21）。これは、新書の形式をとったものであり、
多くの読者＝市民に日本国憲法がもつ画期的意義を明らかにするための「啓発的」読み物であっ
た。と同時に、憲法の意義を消滅させかねない日米安保条約締結に象徴される、政権側の動き
に対する批判的な考察を綴ったものである。その「まえがき」は次のようにいう。
　憲法作成は連合国総司令部の助言によりなされたが、外国の側から押し付けられた憲法だ
というようなことではなく、日本民族が真に更生の途を進んで行くための正しい道しるべを
あたえる、いわばとうとい授かりものとして、国民は新憲法をうけいれたのであり、現在か
らかえりみても、そのような国民の直感は、大体において的確かつ妥当なものであった、と
おもう（22）。
　もっとも、恒藤は憲法を自主的に改正することに反対しているわけではない。憲法自体にも
改正規定がある。しかしこの法的条件は、必要条件であって十分条件ではない。十分条件とは、
国民が真に自主的に改正しうる政治的および社会的条件である。ところが、日米新安保条約の
───────────────────────────────────────────────
（20）　同上、8 頁。
（21）　恒藤恭『憲法問題－その解決の基準は何か－』(1964 年 )。恒藤はこの他に、国際社会の状況に関わ
る多くの評論や座談会記録を『世界』その他の雑誌に掲載している。関口が「オピニオンリーダー」
と呼ぶゆえんである。
（22）　恒藤、同上、ii 頁。
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ために、我が国が米国に対して高度に従属関係に立っているかぎりは、その条件が整わない、
というのが『憲法問題』と題された書物全体を貫く思想である（23）。
①「戦争放棄の問題」世界 1949 年 5 月号
　『憲法問題』で恒藤は憲法と安全保障の関係を具体的にどのように捉えたのであろうか。そ
れについては、1949 年に発表された「戦争放棄の問題」が恒藤の考え方を知るために重要である。
　恒藤は、新憲法制定時の戦争放棄について、極めて冷静な評価を与えている。つまり、9 条
は新憲法のきわめて顕著な特色として力説され、平和的文化国家を標榜する根本法の眼目とさ
れるが、何かしら観念的な事柄にすぎない、痛切に人々の実感に迫るというところがなかった
というのである（24）。
　これに関連して想起されるのは、文部省が発行した『あたらしい憲法のはなし』である。
　そこでこんどの憲法では、日本の国が、けっして二度と戦争をしないように、二つのこと
を決めました。その一つは、兵隊も軍艦も飛行機も、およそ戦争をするためのものは、いっ
さいもたないということです。これからさき日本には、陸軍も海軍も空軍もないのです。こ
れを戦力の放棄といいます。しかしみなさんは、けっして心ぼそく思うことはありません。
日本は正しいことを、ほかの国よりさきに行ったのです。世の中に、正しいことぐらい強い
ものはありません。
もう一つは、よその国と争いごとがおこったとき、けっして戦争によって、相手をまかして、
じぶんのいいぶんをとおそうとしないということをきめたのです（25）。
　この冊子は、1948 年度と 49 年度の 2 年間は中学 1 年生の社会科教科書としても使用され
たものであり、また成人教育向けにも考えられていた（26）。ここでの叙述は、情熱的ではあるが、
同時に観念的であって、日本や世界の平和をどのように担っていくべきかについての実際上の
考慮はない。中学低学年向けではあっても、成人教育に役立つかどうかは疑問である。
　これに対して、恒藤は「戦争放棄の問題」論文で、学問的立場から現実に立ち向かうことと
なる。ここでは、21 世紀に生きる我々も省みるべき論点に絞って紹介する。
　そのひとつは、1949 年時点で、憲法問題は新次元に移ったという認識である。
　1948 年 6 月のベルリン封鎖に象徴されるように、東西間で第三次世界大戦が勃発する可能
性が高まったことをあげ、非武装の日本国家の特異な地位がいやおうなく認識されることと
なった点、および 1949 年には中国共産党政府の樹立によって、アジアでも資本主義国と社会
主義国の対立が明白になり、9 条で交戦権を放棄した日本が取るべき態度はどのようなもの
───────────────────────────────────────────────
（23）　同上、iv 頁。
（24）　同上、3 頁。
（25）　高見勝利編『あたらしい憲法のはなし　他二篇』（2013 年）、42 － 43 頁。
（26）　同上、151 － 153 頁。
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か、冷戦開始により、観念的・理論的意義から現実性を備えた問題へ移った点が指摘される（27）。
冷戦後の今日に移し替えても、考察の視点は的確である。
　第 2 は、伝統的国家観からの決別と世界史の新動向という視点である。
　有史以来、外部からの侵略・攻撃に対する防衛は国家の最も基本的な機能であり、そのため
の兵力・軍備の保有は当然という考え方がとられてきていること、そのために、戦争放棄した
日本は低能の国家になり下がったと考えても、まことに無理からぬと恒藤は述べる。ただし、
それは伝統的な国家観にこだわる限りは、という限界を示すところに恒藤の議論の特徴がある。
恒藤は、新憲法が定める戦争放棄の理念を世界史の方向とみるのである。
　もしも世界史のうえから見て、現代は大いなる転換の過程がはじまった時代である、いい
かえると、諸々の国家がしだいに戦争を放棄し、軍備を撤廃した平和国家に化して行くとい
う、全く前例のない歴史的傾向が、かすかながらも動きはじめた時代である、と思惟し得る
のであるならば、日本はあたかもそのような傾向の先端に立つにいたった国家であり、・・・
国家として一段と進化し得る立場にたどりついた（28）。
　第 3 は、以上の認識を受けて、永世中立を標榜したことにある。
　恒藤によれば、国際政治の現実を振り返ってみれば、全く自力のみで独立を保持できる国は
ほとんどない。現実には、各国が同盟を組むことで敵対国と対峙する勢力均衡政策がとられて
きたのであり、近代初期以来、勢力均衡の形成と破壊の繰り返しの歴史といってよい。この場
合、勢力均衡の中心は有力ないくつかの国の対立であり、それ以外の中小国は外部にあるかま
たは不偏的態度をとることで独立を保持できたとみる。ところが、第 1 次世界大戦後の国際
連盟は画期をなした。勢力均衡による国際平和の維持という伝統的思想を排除して、国際連盟
による集団安全保障への転換を果たしたからである（29）。このあたりの把握は、前にみたように、
1920 年代の恒藤自身の論文でも行われていた。
　連盟は失敗したものの、国際連合も 5 大国を中心に集団安全保障体制を敷いた。しかし、冷
戦により、安全保障理事会が機能不全となるに及んで、日本が攻撃された場合の対応が不可能
になったと考える。そこで恒藤は、何らかの特殊な国際制度を設定する必要があるのではない
かと考察を進め、永世中立を唱える。軍備をもたない日本が頼るべき平和維持の手段は「永
世中立」というわけである。しかし、兵力・軍備を有するスイス型の永世中立ではなく、「徹
底的平和主義」に立つ、日本型永世中立が冷戦下で適正な解決を与えるという（30）。なぜなら、
小国の軍備は単独では国家の自尊心を満足させるための飾りに過ぎないが、東西対立のネット
ワークに組み込まれ一体的に活用されることになると、結果としてその対立を激化させる機能
───────────────────────────────────────────────
（27）　恒藤、前掲注 21）、5 頁。
（28）　同上、7 － 8 頁。
（29）　同上、8 － 11 頁。
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を持つことになるからである。したがって東西対立の緩和＝世界平和への貢献をめざすのであ
れば、軍備を持たず、永世中立を保つべきことが現実的選択となるのである（31）。
　また、しばしば国連か、さもなければ世界国家かといわれるが、この二者択一方式は正しく
ない。国連を通じて、遠い将来における世界国家の実現へという展望が正しく未来を示すも
のであると主張する（32）。原爆投下後の世界は、核兵器の使用によって地球が破壊されるから、
こうした国家間対立を克服するために世界国家ないし世界連邦の樹立が叫ばれ、アメリカを中
心とした世界連邦運動が盛んになった。しかしイデオロギー対立や経済格差など、現実の対立
の原因を除去しないまま世界国家だけ樹立しても、国家間紛争が世界内戦に変化するだけであ
る。世界民論文の頃からこの問題を喝破していた恒藤ならではの議論の運びである（33）。
②国際法学者の講和、安保問題
　恒藤が「戦争放棄の問題」を発表した時期には、多くの国際法学者が講和後の安全保障構想
を議論している（34）。ここでは、東京大学の国際法学者で、後に最高裁判所長官も務めること
になる横田喜三郎の安全保障論と、京都大学の国際法学者で戦時国際法を中心に研究を続けて
きた田岡良一の永世中立論を見てみたい。
　横田喜三郎は、1950 年 2 月に『日本の講和問題』を公刊し、日本の早期独立が重要である
との観点から「片面講和」でも可としつつ、日本の永世中立化は現状では困難だとする。少な
くとも米英中ソによって日本の中立を尊重し、保障することを約束されなければならない。し
かし米ソ間でこうした保障の約束がなされないことは、やむをえず単独講和を結ぼうとしてい
ることと関連する。全面講和が不可能なときには永世中立もまた不可能であるからである（35）。
　横田の立場は、国連の安全保障体制が問題を抱えつつも望ましいものとされ、理論的にも、
国連の集団安全保障のもとでは、戦争がすべての加盟国の利害関係事項とされる以上、中立は
望ましくないばかりか、両立しないと主張する（36）。国連のもとでは永世中立は時代遅れであっ
て、また現代の大戦争では中立の維持は実際上も困難であるという認識に立つ。
　他方で横田は、この時点では、アメリカによる保障は日本の独立を害するおそれありとし
て「太平洋同盟」に批判的見解を示すが（37）、1951 年 9 月の講和条約・安保条約署名前後には、
米への基地提供 = 外国軍隊の駐留は合憲とみなすなど、横田自身は少しずつ見解を変えている
───────────────────────────────────────────────
（30）　同上、13 － 20 頁。
（31）　同上、30 頁。
（32）　同上、41 頁。
（33）　恒藤恭「世界法及び世界国家」、恒藤『法と道徳』所収、331 － 346 頁。なお初出は、国際法学会編『国
際法講座　第１巻』（1953 年）所収。
（34）　松井芳郎「占領下日本における安全保障構想」法律時報 50 巻 13 号（1978 年）109 － 117 頁参照。
この論文は、敗戦から講和条約締結に至る時期の国際秩序や安全保障にかかわる日本の国際法学の動
向を分析したもの。
（35）　横田喜三郎『日本の講和問題』（1950 年）75 － 76 頁。
（36）　同上、94 － 97 頁。
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ことに注意する必要がある。他方でこうした態度の変化を変節とみるか、国際情勢の変化を読
み取りそれに対応できる提案とみるかは、議論のあるところであろう（38）。
　横田喜三郎の議論を批判して、永世中立が唯一可能な解決であると主張したのは、田岡良一
であった。1950 年 5 月に公刊された『永世中立と日本の安全保障』において田岡は、軍備廃止、
戦争の放棄、独立の維持、の 3 つを前提として考えた場合には、同盟は外国との軍事的協力
という点で憲法に違反するだけでなく、強国との同盟は日本の独立を損なう恐れがあり、また
国連による保障は実効性に欠ける（39）。したがって、これまで知られた安全保障の方式の中では、
永世中立が唯一の可能な解決であるというのである（40）。そして永世中立の方式の可能性につ
いて、歴史的考察を加えながら議論を組み立てていったところに特徴がある。
　この時期は国際法学者だけでなく、さまざまな分野の知識人が集まって「全面講和、軍備不
保持、永世中立」の積極的意義と可能性が追求された。なかでも、平和問題談話会は東京と京
都に部会を置き、日本が再び戦争を起こさないためにはどうするかを検討し、「戦争と平和に
関する日本の科学者の声明」をはじめとして、「講和問題に関する平和問題談話会の声明」、「三
たび平和について」を雑誌『世界』に発表し、日本の経済的自立と二つの世界の平和共存の促
進のためには全面講和が必要であり、講和後の安全保障として中立不可侵と国連加盟を希望し、
特定国との軍事同盟や基地提供は憲法の前文と 9 条に反するといった主張を展開した。この談
話会の関西におけるリーダーシップをとったのが、恒藤と末川博であった。また、国際法学者
では田岡の同僚でもあった、京都大学の田畑茂二郎も参加し積極的に発言した（41）。ここでも
強調されたのが、国際社会の歴史を振り返り、「力による平和の確保」から「話し合いによる」
ものへの変化を読み取るべきことであった。
おわりに
　最後に、「戦争の世紀」といわれた 20 世紀における恒藤の平和主義の位置および射程をま
とめておきたい。
　第 1 に、世界民論文以来、個人の尊厳を核に置く平和主義のスタンスは終生変わらないこと
が確認される。そして世界主義が、国際連盟あるいは国際連合の活動から生み出される可能性
を、思想的な考察だけでなく、現実の動きを追いながら検討していたことも注目に値する。ま
さに、現実社会の発展を確認しつつカントの平和論を批判的に検討し、国家間の国際協調主義
───────────────────────────────────────────────
（37）　同上、147 － 149 頁。
（38）　松井芳郎、前掲注 34)、116 頁。
（39）　田岡良一『永世中立と日本の安全保障』（1950 年）1 － 27 頁。
（40）　同上、225 頁。
（41）　談話会の活動については、田畑茂二郎『国際社会の新しい流れの中で』（1988 年）138 － 147 頁。
また田畑自身の講和問題や安保条約の姿勢については、150 － 152 頁。広川禎秀「恒藤恭と平和問題
談話会」、鈴木良ほか編『現代に甦る知識人たち』（2005 年）所収、も参照。
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を越えて、世界主義の立場に立つ考察を可能としたといえよう。
　第 2 は、法哲学者と言われる恒藤が、国際法研究を出発点にしていた事の強みが発揮されて
いることである。彼は、国際機構の歴史的・機能的研究を通じて、自らの平和主義に現実性を
与えることができた。また、日本の敗戦とその結果生まれた新憲法を、世界的・歴史的視野で
捉え、あるべき日本の平和・安全保障制度に方向性を与えることができた。それは一言で言え
ば、恒藤にとって「戦争の世紀」は「戦争違法化の世紀」として捉えることができたことの裏
返しである。
　世界民として平和を希求する熱情と、国際法研究者として国際情勢の下で現実的に何が平和
にとって重要かを冷静に見る理性とを共存させ、国連憲章や日本国憲法の理想を実現すること
が現実的でもあるとの立場に立たせ、軍備の廃止、独立、永世中立を主張した。このこともま
た、戦争違法化を現実のものとする努力と展望のなかから生まれたのである。
　恒藤は、上のような立場を一研究者の思索にとどめず、ジャーナリズムでの発言や平和問題
談話会のような世論をリードする媒体で活躍することによって、世界民として積極的に社会の
変革にかかわったのである。
（きりやま　たかのぶ・大阪市立大学副学長）
